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とって，バスを「予約する」という行為はハード
ルが高いと感じたようである。また，バス利用高
齢者の生活サイクルは路線バスダイヤにあわせて
つくられており，それを変えることに抵抗感が強
いことがわかった。
　一方，利用の少ない便の縮小は，乗務員や車両
を効率的に路線に配置していくことが重要である
ため，民間バス事業者との連携が必須である。便
の廃止や変更に対する住民の抵抗も強い。
　このため，珠洲市の法定協議会では，路線の合
理化に向けた検討方針を定め，方針に基づいて作
業を進めた。バス事業者と市が協議して合理化検
討を進めながら，市が便ごとの利用者数を住民に
開示し，住民への説明と意見聴取を行うなど，市
と事業者の役割分担を図った。これにより，現実
的なダイヤの変更案が示された。2009年度には，
土日祝日を中心に利用の少ない便（その多くは全区
間乗車人数が5.0人以下）を廃止したほか，高校生
の通学利便性を高めるダイヤ変更を行った。2010
年度には，路線バス２便の廃止，１便の運行区間
の延長，バス停の新設が実現し，2011年度には，
２路線の運行区間の延長，１路線の運行区間の短
縮，１便のダイヤの変更などが実現した。
　利用の少ない便の廃止によって合理化を図るだ
けでなく，住民意見聴取から必要に応じて利便性
を高め，メリハリのある路線バスの再編を実現し
ている。

（2） 利用したいと感じる公共交通の実現

1）低床バス「すずらん」号の導入
　珠洲市の中心市街地は，商業施設や市立病院，
市役所，文化ホールなどが直径約1.5kmの範囲
に広がっているが，高齢者にとってそれらの施設
間の歩行移動は困難である。そのため，安価な市
街循環バスの運行が求められていたが，珠洲市で
はここに小型低床バスを導入した（写真4）。
　導入に際しては，小型低床バスの愛称を市民公

募し（2010年度「すずらん」（珠洲を走るRUNの意）に
決定），キャラクターデザインを行うなど，市民
に親しめる車両とした。また，平日に市街地を循
環する「すずらん」は，休日の祭りやイベント時
には会場シャトル便として運行され，市民に親し
まれている。
2）ギャラリーバス運行実験
　移動のための手段である路線バスを，移動手段
以外の目的で利用する取り組み例が，「ギャラ
リーバス」の運行である。これは，路線バス車両
内を住民のコミュニティの場として捉え，車両内
スペースを住民交流に利用しようとするものであ
る。具体的にはバス車両内の広告スペースを利用
して，保育所園児の絵画展示などを行った。これ
らの取り組みは沿線高齢者に好評で，断続的な実
施を検討している。
3）観光客のためのバス運行実験
　能登半島には，年間約600 ～700万人の観光客
が訪れる。珠洲市には，半島先端部にあたる禄剛
崎灯台（狼煙）のほか，FAOの世界農業遺産に認
定された「能登の里山里海」を代表する揚げ浜式
塩田など，市域全体に観光地が分散している。こ
れらの観光地へは，主として自動車（マイカー，
レンタカー）で周遊していることがわかっている5）。

写真4　 すずらんの運行
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　2014年度末には北陸新幹線が金沢まで開業する
が，公共交通を利用する観光客が奥能登の観光地
を周遊するためには，レンタカーや貸切タクシー，
もしくは１日に数便運行される路線バスを利用す
るしかない。
　このため，北陸新幹線開業を目途に，隣接する
奥能登の自治体と連携しながら，２つの交通の再
編実験を行った。
　一つは，北陸新幹線の終点となるJR金沢駅から，
奥能登への交通の利便性向上である。奥能登への
交通は，JR七尾線とのと鉄道を利用して穴水駅
まで到達する鉄道利用ルートと，金沢から輪島市
や珠洲市へと直通する特急バスルートの２つが考
えられる。これらの交通機関を利用して奥能登各
地へ到達することができるよう，各交通機関の
ルートが経由する穴水駅や能登空港と，奥能登各
地（珠洲市や能登町）の中心地を結ぶ小型バスを試
験的に運行した。これは，既存の交通機関を活か
しながら，奥能登各地への到達を可能とし，金沢
から奥能登への交通の利便性を高めるもので，新
幹線の二次交通の整備に寄与しようとするもので
ある。
　二つめは，奥能登各地の中心地から周辺観光地
への周遊を可能とする交通（三次交通の整備）であ
る。貸切の観光タクシーを利用する方法や小型バ
スによるミニツアーの実施などが考えられた。
貸切観光タクシーは，奥能登の事業者に協力を依
頼し，主要交通拠点や宿泊施設からの観光タク
シーの料金低減と一体的な PRを行っている。
2010年度に奥能登２市２町（輪島市，珠洲市，穴水町，
能登町）で実験を行い，翌年度から「のといろタ
クシー」として本格運行している。
　小型バスによるミニツアーは，住民ボランティ
アの参画を要請した。住民によるツアーの企画や
住民ボランティアによる案内によって，観光客と
住民との交流を演出し，着地型の観光メニューと

しての開発をねらった。運行実験に参加した一般
旅行者は少人数であったが，参加者の評価は高く，
運行実験に参加した民間貸切事業者による事業展
開につながっている。
4）わかりやすい路線の実現
　珠洲市内には，路線バス，特急バス，市街循環
バス，タクシーなどの公共交通機関が各々運行さ
れており，路線のわかりにくさが課題であった。
このため，市街地に交通ターミナル施設（すずな
り館）を整備するとともに，路線を再編した。こ
れにより，路線のわかりやすさが格段に向上した。
ハード整備とソフト施策の組み合わせが効果的に
実現した例といえる。

（3） 市民の意識の醸成

1）バス・ボランティア・サポートの育成
　バスに対する住民の社会的な意識の醸成を図る
ことを目的に，「バス・ボランティア・サポート
制度」を導入した。ここでは，路線バスを地域の
共有財産として捉え，町会単位，学校単位，事業
所単位などでバスの利用を促す活動を行う「バス・
ボランティア・サポート団体」の結成をめざした。
　地区町会や高校などで団体が結成され，バス待

写真5　 市民サポートによるバス待合所づくり

５）	参考文献［３］
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ち環境の改善（雨雪をしのげる待合所づくり）やバ
ス停の清掃活動などが行われている（写真5）。
2）啓発事業
　バスをほとんど利用しない大多数の珠洲市民に
とって，バスへの関心は低いといわざるを得ない。
そのため，市民のバスへの関心度を高める取り組
みを展開している。
　たとえば，バス利用促進のキャッチコピーを市
民から公募した。132作品が集まり，法定協議会
の選考により，最優秀１，優秀５作品を選定した。
これらのキャッチコピーについては，ステッカー
を制作し，市民に広く配布したほか，市内のバス
車両や公共施設，市役所の通信ツール（封筒など）
に貼り，バス利用を呼びかけるキャンペーンツー
ルとして活用した。
　また2008年には，バスを見直す市民フォーラム
を開催したほか，路線バスを守る市民の取り組み
事例について各地の実施主体を招いたセミナーや，
市民による運行の手法を学ぶセミナーなど，バス
に関連する市民勉強会を開催している。
　このほかにも，珠洲市広報による特集記事やわ
かりやすい時刻表の配布など，利用促進に係る市
民への情報提供を行っている。

2．取り組みから得られた知見

（1） 地域の交通資源の効果的な活用
（無理のない運行へ）

　みさき小学校のスクールバス車両の運行や予約
制乗合タクシーの運行が継続できたのは，地域の
交通資源を活用することで，経費を最小限に抑え
たことが大きな理由である。
　人口が少ない過疎地域では，もともと運賃収入
による採算性を期待することは難しい。このため，
行政が税金を使って費用を負担するか，利用者以
外の地域住民が直接費用を負担するしかない。こ
のとき，費用負担額を最小限に抑えることが求め

られる。
　みさき小学校のスクールバス車両による乗合運
行は，市が車両を保有しており，車庫までの回送
のルートをそのまま路線とすることができたため，
費用が抑えられた。予約制乗合タクシーでは，地
元タクシー事業者の車両車庫がその地域にあった
ことで，利用者を迎えに出向く費用がほとんど必
要なかった。逆に言えば，これらの条件がなけれ
ば，両者とも運行を継続することは難しかった。
　過疎地域であっても，運行されている公共交通
以外に隠れた交通資源がある。これらを最大限に
活用することで，運行経費を持続可能な水準に抑
えることが可能である。多くの過疎地域では学校
の統廃合が進んでいるため，スクールバスを運行
しているところが多いだろう。また，民間タクシー
事業者や貸切バス事業者が，余剰車両や人員を抱
えている可能性もある。それ以外にも，公立病院
や福祉施設が運行する車両や，JAや JFなどの
団体が運行している車両があるかもしれない。そ
れらの交通資源を丹念に調べ，その活用策を検討
し，運行主体と連繋することが，持続可能な交通
の実現につながるのではないだろうか。

（2） 住民ニーズに対応するための対話の
重要性

　前述したとおり，2008年秋に珠洲市が初めて試
みた運行実験「おかえりバス」は，運行実験とし
ては失敗としか言いようがない結果となった。高
齢者にとって，バスを「予約する」行為はハード
ルが高いこと，高齢者の生活サイクルは既存の路
線バスダイヤにあわせてつくられていることなど
が原因として考えられた。
　実際に，目の前で目的地へ向けて発車しようと
しているバスが，いつも乗るバスでない，という
理由だけで，バス停のベンチで１時間後に発車す
るバスを待つ高齢者もいた。このような利用者に
とっては，バスを１時間待つという行為が生活に
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組み込まれている。すなわち，この実験の失敗要
因は，路線バスの利用ターゲットとなる高齢者の
生活ニーズに対応していなかったということがで
きる。
　前述した「のりタク」でも，利用者に対して「予
約」という行為を求めているが，この場合，利用
者は容易に「予約」のハードルを超えている。両
者の差は，利用者との対話の差と考えることがで
きる。予約制バス「おかえりバス」の実験では，
利用者にチラシを配布したにすぎず，「のりタク」
の運行では，集会所ごとの説明会を何度も開催し
ている。
　過疎地域は高齢化が進んでおり，公共交通の利
用者も高齢者が多い。これら高齢者の利用ニーズ
を把握し，運行情報を届けるためにも，過疎地域
では，都市部以上に，きめの細かい住民との対話
が必須となる。

3．珠洲市における今後の課題

（1） 市民コンセンサスの拡大

　2007年からの取り組みを振り返るため，2011年
には，2007年に行った珠洲市民全世帯アンケート
調査をふまえた事後アンケート調査を行った。
　現時点においても，公共交通利用者が市民の少
数派であることは間違いない。しかしその少数派
は，前述したとおり，高頻度で利用する運転免許
証をもたない若者や高齢者であり，移動を公共交
通に依存して生活している。また，珠洲の場合，
能登空港や開業が予定されている新幹線を利用す
る旅行者が，市内観光地を周遊できる公共交通を
整えることも必要である。
　市民のなかには，少数市民や来訪者のために，
市の財政を投入することに対して抵抗を感じてい
る市民も少なくない。2011年のアンケート調査で
は，これまでの市の取り組みに対して批判的な意
見を寄せた回答者もあった。

　フランスでは，基本的人権の一つである社会権
として交通権が法律で認められているが，日本で
はそのような考え方が確立されているとは言い難
い。実際に，地方自治体の問題は，医療・福祉，
教育，産業活性化，居住環境の改善など山積して
おり，そのなかで公共交通の優先性をどこに位置
付けるべきなのか，答えを出すことは難しい。
　珠洲市では，2011年度調査として，珠洲市東岸
部で運行されている路線（木の浦線）を取り上げ，
CVM（仮想評価法）による路線価値の評価を試みた。
この調査では，沿線住民に限定して，住民が路線
に対して抱いている価値を金額に換算して算定を
行っている。このようなCVM調査の妥当性やそ
の結果を安易に活用することには慎重さを要する
が，おおむね市が当該路線の運行に投入している
金額と同額程度の評価が得られている。
　このような市民評価をもとに，市が公共交通に
投入する金額の妥当性をさぐりながら，行政によ
る公共交通の維持確保に対する市民のコンセンサ
スを，今後も拡大していく必要があると考える。

（2） 人材の確保－市民による公共交通の
ダイナミックな再編

　これまでは，公共交通の維持・確保に向けて，
運行経費に係る費用負担に焦点があてられてきた。
しかし過疎地域の公共交通維持のためには，人材
の不足も課題となっている。
　民間バス事業者による乗合運行の場合，大型二
種免許の取得者が必要となるが，高齢化の進む過
疎地域では乗務員の確保が難しい。市町村による
過疎地有償やNPO有償運行などの自家用有償運
行も考えられるが，その場合においても運行にた
ずさわる人材の確保が必須となる。また，運行の
安全性を担保する運行管理者も確保しなければな
らない。
　過疎地域では，民間事業者による人材確保は困
難となりつつあることから，地域住民のなかから
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これらのバス運行に関わる人材を確保せざるをえ
ない。そのような人材が確保できれば，民間バス
事業者が撤退したとしても，新たな主体による運
行が可能となり，より住民に近い主体であるから
こそできるきめの細かい運行が実現し，市内の公
共交通体系がダイナミックに再編できる可能性が
ある。

（3）  北陸新幹線開業を見据えた広域的な公共
交通体系の再編

　能登半島が含まれる北陸地域では，2014年度末
に予定される北陸新幹線金沢開業によって，地域
の公共交通に大きなインパクトが与えられること
が予想されている。とくに能登地域の場合には，
金沢と能登地域を結ぶ広域的な公共交通の整備が
求められる。
　現在の旅行マーケットでは，30～40代の家族旅
行や60代以上のシニア旅行のボリュームが大きい
と言われている。また，北陸新幹線により首都圏
からの来訪者が増大することが想定できる。
　現在の能登地域への旅行者は，そのほとんどが
自家用車によって旅行していることがわかって
いる。このような状況で，2015年度以降に訪れ
る新幹線利用者が，能登地域へ旅行することは難
しい。
　金沢から奥能登地域への主たる交通手段である
鉄道（JR七尾線・のと鉄道）や特急バス，東京から
の交通手段である能登空港（羽田～能登便）が，新
幹線利用者が効率よく利用することができるよう，
路線やダイヤの見直し，鉄道駅や能登空港との連
絡などを検討するほか，必要な交通インフラの整
備が求められる。これらの取り組みは珠洲市だけ
でなく，周辺市町や関係事業者，県や国と連携す
る必要がある。奥能登広域圏事務組合（輪島市，
珠洲市，穴水町，能登町）では議論が進められ，石
川県も実験事業を行っているが，これらの連携に
よる効果の最大化をめざす必要があるだろう。

おわりに

　40％に迫る珠洲市の高齢化率は上昇傾向にある。
高齢者が自動車を利用しなくても生活できる環境
整備は，今後ますます求められることになる。自
動車依存が高く，人口減少が著しい過疎地域にお
いては，民間事業者が出来ることは限定的である。
このため，自治体や住民が運行に関与していくこ
とにならざるをえない。この取り組みは，一朝一
夕で可能となるものではない。意識醸成など地道
な取り組みが求められるとともに，効率的な運行
を実現し，効果を最大化させるためには，地域住
民のニーズ把握や情報提供など，住民に寄り添っ
た取り組みがますます求められることになるだろ
う。
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